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１． 内貿複合一貫輸送貨物需要予測モデルの概要 

（１）モデルの全体構成 

本モデルの全体構成を図 1－1 に示す。本モデルでは，純流動データをベース

とし，四段階推定法に準じた手法により将来需要を推計する構造となっている。

経路別需要については，内貿ユニットロード（中長距離フェリー，RORO 船，

コンテナ船）の航路別需要のみが推計可能な構造である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 モデルの全体構成 
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（２）モデル構築の前提条件 

１）地域区分 

地域区分は，都道府県単位を基本とし，北海道のみを 4 分割（道央，道北，

道東，道南）した 50 地域区分とする（図 1－2）。 
 

 
図 1-2 50 地域区分 

 
  

道北 

道南 

道東 

道央 
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２）対象輸送機関 

需要予測の対象とする輸送機関は，図 1－3 に示す 12 輸送機関であるが，

鉄道，自動車，海運については四段階推定法に基づく国内幹線貨物需要予測モ

デルにより予測し，航空については本モデルの対象外としている。 
 

鉄道  

営業用 貨物 車  

海運  

航空  個別予 測モ デル  

一般道 路利 用  

車扱  

コンテ ナ 

フェリ ー 

高速道 路利 用  

バラ積み  

コンテ ナ船  

RO RO船  

四段階 推定 法に基 づく  

国内幹 線貨 物需 要予測 モデル

自家用 貨物 車  一般道 路利 用  

高速道 路利 用  

フェリ ー 

（国内貨物航空需要 予測モデル） 

 
図 1-3 対象とする輸送機関区分 

 

３）推計年次 

推計年時については、2020 年、2025 年、2030 年とする。 
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（１）将来ネットワーク及び交通サービス指標の設定 

１）設定と基本的考え方 

予測の前提となる将来のネットワーク及び交通サービス指標の設定の基本的

な考え方を以下に示す。なお、下記については、第一段階以降に適用すること

とする。 
 

①ネットワークの設定については、現況に加え、事業化済みの箇所を考慮。 
②所要時間・運航頻度については、現況を基本とし、将来の変更が明確に予

定されるものはこれを考慮する。 

③費用については、現在の料金水準を基本とし、将来の変更が明確に予定さ

れるものはこれを考慮する。 

④有料道路事業の認可を受けた事業については、有料道路を前提とする。 
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２． 将来の社会経済フレーム 
（１）将来フレームの基本設定 

 

将来フレームについては以下の通り設定する。 

 

【人口指標】 

①全国の将来人口 

日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所 最新平成 18 年 12 月）

の中位推計  

 

【経済指標】 

①GDP 

最新の政府見通しに、実質 GDP の直近の一定期間の平均変化量を加算して予測 
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＜参考＞ 平成 42 年（2030 年）までの将来フレーム 

 

※将来人口（H21 年以降）：国立社会保障･人口問題研究所の推計値（中位） 
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  将来 GDP：H21 年は H20 年実績値より-2.6%、H22 年は H21 年推計値よ

り+1.4%を見込み。 
H23 年以降は、毎年、直近 10 年の平均変化量（5,203.5(十億円))を積み上げ。 
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３． 内貿複合一貫輸送貨物量の予測モデル 

３－１ 生成貨物量予測モデル  
１）全品目合計の国内生産額・輸入額の将来値を、GDP を説明変数とする以下の

モデルで推計する。 

  従来、国内生産額と輸入額は別に推計していたが、今回より合計を直接に

推計するように変更した。 

Ln(Prod+Imp)=α+β･Ln(GDP)  （ Prod+Imp =Exp(α)･GDPβ ） 

Prod：全産業生産額  Imp：全品目輸入額  GDP：実質 GDP 
α･β：パラメータ 
 

２）国内生産額・輸入額の将来値の推計においては、品目分類を 10 品目で行った

上で、品目毎に推計し、①で推計した全品目合計の国内生産額・輸入額で合

計値調整を行う。 
品目分類及びその推計手法は以下の通り。 

品目分類 
農林水産品 石油・石油製品 
鉱産品 化学工業品 
金属・金属製品 軽工業品 
機械 雑工業品 
窯業・土石製品 その他品目 

 

Ln(Prodi+Impi)=α+β･Ln(GDP)  （ Prodi+Impi =Exp(α)･GDPβ ） 

Prodi：品目 i の品目別生産額  Impi：品目 i の品目別輸入額   
GDP：実質 GDP  α･β：パラメータ 
 
※モデル式が有意とならない品目については、現況の生産額・輸入額を将来も

固定して適用する。 
 

３）品目毎の輸送量の将来値の推計については、国内生産額・輸入額の推計時と

同様に品目分類を 10 品目で行った上で、品目毎に推計する。その推計手法は

以下の通り。 
品目分類 

農林水産品 石油・石油製品 
鉱産品 化学工業品 
金属・金属製品 軽工業品 
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機械 雑工業品 
窯業・土石製品 廃棄物 

 

Ln(Qi)=α+β･Ln(Prodi+Impi)  （ Qi =Exp(α)･(Prodi+Impi)β ） 

Qi：品目 i の品目別輸送量  Prodi：品目 i の品目別生産額 
Impi：品目 i の品目別輸入額  GDP：実質 GDP  α･β：パラメータ 
 
※廃棄物の全機関輸送トン数を以下の品目の生産額+輸入額で除して算定。 

  鉱産品、金属・金属製品、機械、窯業・土石製品、石油・石油製品、化学工

業品、化学工業品、軽工業品、雑工業品、建設業（生産額のみ）  
 
※モデル式が有意とならない品目については、上記モデルで算出した生成交通

量の伸びを貨物純流動調査（国土交通省）の最新値に乗じて推計する。 
 
４）純流動ベースの将来生成交通量については、上記モデルで算出した生成交

通量の伸びを貨物純流動調査の最新値に乗じて推計する。 
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３－２ 発生・集中貨物量予測モデル 

（１）予測フロー 

発生・集中量予測モデルは，地域別社会経済フレームを説明変数とするクロ

スセクション重回帰モデルを基本としている（図 3－2－1）。 
 

    
  

      
  

  
  

発生・集中量予測モデル 

品目別発生・集中量 

 
品目別 

国内純流動量 

人口 販売額 
３産業別 

従業人口 
３産業別 

域内総生産 
業種別 

工業出荷額 
港湾取扱 

輸出入量 

 
図 3-2-1 発生・集中量予測モデルフロー 

 
 
 
（２）予測モデル 

本モデルは，発生量予測モデルと集中量予測モデルとから構成される。各モ

デルの内容は以下のとおりである。 
 

１）発生量予測モデル 

発生量予測モデルは，基本的に供給要因を考慮したモデルである。次式に示

すように，農水産品，林産品などの 1 次産品の発生モデルでは，従業人口等生

産規模を表す指標を主な説明変数とし，工業製品については対応する工業出荷

額等を主な説明変数としている。 

( )iiiiini GRPIKSNWfG ,,,,=                （3.1） 

Gi  ：（品目別）i 地域発生量（千トン） 
NWin ： i 地域 n 産業従業人口（n＝1，2，3 次）（千人） 
Si  ： i 地域販売額（億円・実質） 
Ki ： i 地域工業出荷額（億円・実質） 
Ii  ：（品目別）i 地域輸入量（千フレート・トン） 
GRPi ： i 地域総生産額（億円・実質） 

 

品目別に変数選択 
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２）集中量予測モデル 

集中量予測モデルは，基本的に需要要因を考慮したモデルである。特に中間

生産物のウエイトが高い品目については，その品目を原材料とする産業の工業

出荷額を主な説明変数としている。また，最終製品のウエイトが高いと考えら

れる品目は，人口を説明変数に加え，モデルの検討が行われている。集中量予

測モデルの基本構造を以下に示す。 

( )iiiiii GRPEKSPOPfA ,,,,=                （3.2） 

Ai  ：（品目別）i 地域集中量（千トン） 
POPi ： i 地域人口（千人） 
Si  ： i 地域販売額（億円・実質） 
Ki ： i 地域工業出荷額（億円・実質） 
Ei  ：（品目別）i 地域輸出量（千フレート・トン） 
GRPi ： i 地域総生産額（億円・実質） 

 

 

  

品目別に変数選択 



13 
 

３－３ 分布貨物量予測モデル 

（１）予測フロー 

分布貨物量予測モデルは，国土構造の変化，交通施設整備の影響が地域間の

貨物流動に与える影響を把握できるようにグラビティ・モデルの適用を基本と

している（図 3－3－1）。 
 

交通施設整備計画 

（含む代替案） 

地域別品目別 

発生・集中量 

地域間輸送条件 

（時間、費用等） 

地域間品目別 

貨物純流動 

分布貨物量予測モデル 

（グラビティ･モデル） 

輸送機関別サービ

ス条件の設定 

合成距離抵抗指標  

 
図 3-3-1 分布貨物量予測モデルフロー 

 
（２）予測モデル 

次式に示す二重制約型グラビティ・モデルを基本とする。 
地域内々品目別貨物純流動量についても，地域内々の合成距離抵抗指標を設

定することにより，次式が適用されている。 

)exp( ijjiij tAGvuT ji ⋅−⋅⋅⋅⋅= β                             （3.3） 

1)]exp([ −⋅−⋅= ∑ ijjj
j

i tAvu β  

1)]exp([ −⋅−⋅= ∑ ijii
i

tGuvj β  

Tij ：（品目別）i→j 地域間純流動量（全国 50 地域間） 
Gi ：（品目別）i 地域発生量（トン） 
Aj ：（品目別）j 地域集中量（トン） 
ui，vj ： バランシングファクター 
tij ：（品目別）i→j 地域間合成距離抵抗指標 
β ： パラメータ 
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３）合成距離抵抗指標の設定 

１）地域間における合成距離抵抗指標の設定 

地域間の合成距離抵抗指標は，品目別に次式で定義されている。 

CUt ijij +−=          （3.4） 

Uij：ij 地域間輸送機関分担モデルのログサム変数 

( )rsm
mjs j

s

ir i

r
ij v

A
A

G
GU expln∑∑∑

∈∈

=            （3.5） 

Gr ：ゾーン r 発生交通量（トン） 
As ：ゾーン s 集中交通量（トン） 
vrsm ：rs ゾーン間の輸送機関 m の効用関数（上位 3 機関分担モデル） 

Gr/Gi，As/Ajは i 地域発生量・j 地域集中量のそれぞれ rs ゾーンへの分割比率注） 

ここで定数 C は，品目別に最も Uijが大きい地域間（式 3.7 で定義する地域

内々を含む）の tij がゼロとなるように導入される。これは，ログサム変数が

任意の原点をもつ間隔尺度であり，絶対的な大きさに意味を持たないことから，

tijを通常の距離の概念に近づけるために導入したものである。 
 

２）地域内々における合成距離抵抗指標の設定 

地域内々の合成距離抵抗指標は，品目別に次式で定義されている。ここで C
は式 3.4 で用いたものである。 

( )CUkt iiiii +−=             （3.6） 

Uii：i 地域内々輸送機関分担モデルのログサム変数 

( )rsm
rsis mi

s

srir i

r
ii v

A
A

G
GU expln

)()(
∑ ∑∑

≠∈≠∈
=          （3.7） 

式 3.6 の kiは補正係数である。これは次のように設定される。 
まず，地域間の OD データ（内々量を除く）を用いて分布モデル（式 3.3）

を構築する。すなわちパラメータβを推定する。そのモデルに式 3.4 の地域間

の合成距離抵抗指標と式 3.6 に示す地域内々の合成距離抵抗指標を同時に与

え，地域内，地域間の分布交通量を同時に推計する。この際，実績の内々量を

精確に再現するように kiを決定する。  
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３－４ 代表輸送機関別貨物量予測モデル 

（１）ゾーン間輸送機関分担モデルの構造 

１）代表輸送機関と端末交通機関の組み合わせ 

ゾーン間モデルにおいて，輸送機関分担モデルの対象とする輸送機関は，図

3－4－1 に示す 11 の代表輸送機関（自動車は営業用，自家用別）としている。

代表輸送機関それぞれについて，モデル上では図に示す端末輸送機関との組み

合わせが仮定されている。 
 

鉄道 

自動車 

海運 

一般道路利用      +海越えフェリー 

車扱              +一般道路利用 

コンテナ           +一般道路利用 

中長距離フェリー  +高速道路利用 +一般道路利用 

高速道路利用     +一般道路利用 +海越えフェリー 

バラ積み         +高速道路利用 +一般道路利用 

コンテナ船         +高速道路利用 +一般道路利用 

RORO船          +高速道路利用 +一般道路利用 

 
* 

* 

＊ 原則として航路距離100 km未満航路。ただし， 

   航路距離に係わらず最低限の海越え航路を設定 

 

:代表輸送機関を表す。 注） 

（営・自別） 

 
図 3-4-1 代表輸送機関区分 

 
２）モデルの選択構造 

輸送機関の競合関係を表すモデルの選択構造については，輸送機関相互の類

似性を考慮して，図 3－4－2 に示すような 2 段階の選択ツリーが想定されて

いる。とくに海運の内貿ユニットロード（中長距離フェリー，コンテナ船，

RORO 船）については，経路（航路）を選択肢に持つ，航路選択モデルとし

ての性格をあわせ持つ構造となっている。 
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＜レベル２＞          ＜レベル１＞ 

自家用貨物車 

内貿ユニットロード等 

鉄道コンテナ 

鉄道車扱 

海運バラ 

一般道路 

高速道路 

中長距離フェリー 

営業用貨物一般道路 

営業用貨物高速道路 

中長距離フェリー経路１ 

中長距離フェリー経路２ 

コンテナ船経路１ 

コンテナ船経路２ 

RORO船経路１ 

RORO船経路２ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

上記と競合関係

に無いと仮定 

注） ：代表輸送機関を表す。 

 
図 3-4-2 選択ツリー 
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（２）予測フロー 

ゾーン間輸送機関分担モデルの予測フローを以下に示す。  

現況OD表 GDP  

一般道路、高速道路、フェ

リー（以上営自別）、コンテ

ナ船、RORO船、鉄道コン

テナ分担率 海運バラ分担率 鉄道車扱分担率 

11代表輸送機関別（航路別）分担率 

鉄道車扱 

GDP弾性値 

モデル 

ネスティッド 

ロジットモデル 

輸送機関別ゾーン間 

輸送サービス水準指標 

・総費用、所要時間 

・運行頻度（海運）  
・ロットサイズ   等 

 

図 3-4-3 ゾーン間輸送機関分担モデルの予測フロー 
 

 
 
 
（４）ネスティッドロジットモデル 

１）モデルの構造 

海運バラ，鉄道車扱を除く一般道路，高速道路，中長距離フェリー（以上

営業用･自家用別），コンテナ船，RORO 船，鉄道コンテナの 9 代表輸送機

関別・内貿ユニットロード（内貿 UL）経路別分担率の推計には，図 3－4
－2 の選択ツリーに則ったネスティッドロジットモデルが適用される。 
ネスティッドロジットモデルは，図 3－4－4 に示すように，「営業用･内貿

UL 分担モデル」，「自家用貨物車分担モデル」のレベル 1 の選択問題を取り

扱うサブモデルと，レベル2の選択問題を取り扱う「上位3機関分担モデル」

の合計 3 つのサブモデル（ロジットモデル）から構成される。 
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一般道路（営）、高速道路

（営）、フェリー（営）、RORO
船、コンテナ船別分担率 

一般道路（自）、高速道路（自）、 

フェリー（自）別分担率 

輸送機関別合成効用 

（営業用＋内貿UL、自家用） 

営業用＋内貿UL，自家用、
鉄道コンテナ別分担率 

一般道路（営）、高速道路（営）、フェリー（営）、一般道路（自）、高速道路（自）、フェリー（自）、

RORO船、コンテナ船、鉄道コンテナ分担率 

営業用・内貿UL 
分担モデル 

自家用貨物車 

分担モデル 

上位３機関 

分担モデル 

輸送機関別 
運行頻度 

（海運） 

輸送機関別総時間、総費用 

（一般道路、高速道路、フェリ

ー、RORO船、コンテナ船） 
品目別ロットサイズ 

輸送機関別 

一般化費用 

（一般道路、高速道路、フェリー） 

ゾーン間の指標 

（ロットサイズ、道路距離等） 

鉄道コンテナ 

一般化費用 

図3－11の 

レベル１の 

選択モデル 

図3－11の 

レベル2の 

選択モデル 

 注）営業用フェリー，RORO 船，コンテナ船については，利用経路別に設定。 

 

図 3-4-5 ネスティッドロジットモデルの構成 
 

図 3-4-2 の 

図 3-4-2 の 
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２）モデル式 

本モデルは，図 3－11 の選択ツリーに示す 2 段階のネスティッドロジット

モデル体系であり，各サブモデルは，次式で示されるロジットモデルである。 
( )
( )∑

= n

j
j

i
i

G

GP
exp

exp  （3.8） 

( )ii

m

k
ikkii UXG λθα +⋅+= ∑  （ ）内：上位レベルのモデルのとき 

ここで 
Pi ：（代表）輸送機関 i の分担率 
n ：競合輸送機関の数 
Gi ：効用関数 
Xik ：輸送機関 i の機関特性，品目特性を示す k 番目の変数 
m ：輸送特性，品目特性を示す変数の数 
αi，θi，λi ：パラメータ 
Ui ：下位のロジットモデルから計算される合成効用（ログサム 

変数） 

∑=
j

ji uU )exp(ln   uj ：下位のロジットモデルの効用関数 

（ただし，Pi，Xik，Uiは品目別 OD 別記号を省略） 


